
CMYK  2032564_メディカルネットワーク15号_ 

1

校 

2

校 _兵江<P12>　 CMYK  2032564_メディカルネットワーク15号_ 

1

校 

2

校 _兵江<P1>　

20年以上続く療養指導教育プログラムにより
県全域の糖尿病診療の質向上に挑戦。

P8

P2 P6

P6

15Vol.

田
辺
三
菱
製
薬
株
式
会
社
エ
リ
ア
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
推
進
部

〒
5
4
1
-8
5
0
5
　
大
阪
府
大
阪
市
中
央
区
道
修
町
３
-２
-1
0
　
T
E
L：
0
6
-6
2
2
7
-4
6
6
6

V
ol.1
5
　
2
0
1
7
年
9月
発
行

企
画
発
行
：

制
作
：
株
式
会
社
プ
レ
ア
ッ
シ
ュ

〒
1
0
2
-0
0
7
2
　
東
京
都
千
代
田
区
飯
田
橋
2
-1
8
-1



　（１）の基礎係数は、I群（大学病
院本院群）、II群（大学病院本院に準
ずる医療を行う病院群）、III群（その
他の病院群）ごとに設定されますが、
分科会ではこの３群を維持する方向
が確認されました。ただし「群の名
称の『I、II、III』が格づけを想起さ
せてしまう」との指摘があり、厚生
労働省（以下、厚労省）は、I群を「大
学病院本院群」に、III群をDPC制度
の基本である旨を明確にした「標準
群」にしてはどうかと提案しました。
この考え方に多くの委員は賛成して
おり、今後、各医療機関群の機能に

　DPC制度のうち医療機関別係数の
見直しの方向性が、３月31日の中医
協診療報酬調査専門組織（DPC評価
分科会）で議論されました。結果、
まだ完全に意見が一致したわけでは
ありませんが、大きな方向は定まり
ました。
　DPCの医療機関別係数は、（１）基
礎係数、（２）機能評価係数I、（３）
機能評価係数II、（４）暫定調整係数、
の４係数の和で計算されます。

応じた名称をさらに検討することに
なります。
　（３）の機能評価係数IIは、各病院
の機能や役割、実績などを評価する
ものです。厚労省は、▽保険診療、
効率性、地域医療、複雑性、救急医療、
カバー率の６項目は維持し、後発医
薬品、重症度は再整理する、▽各係
数への財源配分（重みづけ）を検討
する──といった方向を示しました。
　このうち後発医薬品係数は、「機能
評価係数Iへ移管する」方向で進めら
れています。分科会では多くの委員
が「多数の病院が上限に達しており、
機能評価係数IIとしての役割を終え
たのではないか」として厚労省の考
えを支持していますが、石川広己委
員（日本医師会常任理事）は、「はし
ごをはずされた」ことにならないよ
う、機能評価係数IIとしての存続を
要望しています。
　なお、後発医薬品係数が機能評価
係数IIからIに置き換えられた場合で
は、その分の財源（2017年度では最
大0.00949）が他の地域医療係数や救
急医療係数などに振り分けられます。
このため後発医薬品係数が機能評価
係数Iへ移管されたとしても「はしご
をはずす」ことにはならず、厚労省
保険局医療課の担当者はこの点を説
明し理解を求めていくかまえです。
　また、重症度係数について厚労省
は、「係数設定の目的や趣旨に沿った
『他の評価手法』の設定が可能かを検
討する」方針を示しています。
　なお、機能評価係数IIの重みづけ
変更に関し、厚労省保険局医療課の
担当者は「III群では重みづけを変え
るのは難しい」と判断。このため前
号でお伝えした「III群のグルーピン
グ」は行われない模様です。一方で、
I群、II群（特にII群）は複雑性やカ
バー率の高い病院で構成されるグル
ープであるため、「これらの重みを厚

DPCのI、II群では
複雑性などの重みを上げる
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くすることで、そうした機能を持つ
病院をより的確に評価できる」との
考えを明らかにしました。したがっ
て、複雑性やカバー率の高いI、II群
病院は、さらに高い評価が設定され
る可能性があります。
　それにともない、効率性や地域医
療に力を入れ、複雑性やカバー率が
それほどでもないII群病院では係数
評価が下がってしまいます。この点
で井原裕宣委員（社会保険診療報酬
支払基金医科専門役）は「経営面を
考えて『III群を選択できる』道を用
意すべき」と提案しており、事前に「II
群に該当したとしてもIII群を選択す
る」といった意思表示を行える仕組
みとなりそうです。
　（４）の暫定調整係数については、
2018年度改定で「機能評価係数II及
び基礎係数に置き換えを完了する」
方針が確認されました。これにとも
ない、現行の激変緩和措置も終了と
なります。ただし、激変緩和が必要
な病院を詳細に分析し、「係数の著し
い変動を緩和するためのなんらかの
措置」が新設される模様です。

　３月29日の中医協総会では、「生活
習慣病対策」が議題となりました。
生活習慣病は、「食習慣、運動習慣、
休養、喫煙、飲酒などの生活習慣が、
その発症・進行に関与する症候群」
と定義され、▽糖尿病（インスリン
非依存）、▽肥満症、▽高血圧症、▽
循環器病、▽脂質異常症、▽歯周病
──などのほか、大腸がんや肺がん
（肺扁平上皮がん）も含まれます。厚
労省の調べでは、外来患者の２割強
（約130万人、【資料１】）、死因の55.2
％、入院医療費の37％（約５兆7,000
億円）、入院外医療費の32％（約４兆

5,000億円、【資料２】）が生活習慣病
で占められているとわかりました（大
腸、肺以外のがん患者も含む）。
　生活習慣病対策としては、「特定健
康診査」（特定健診、いわゆるメタボ
健診）や「特定保健指導」などにも
とづく「予防」のほか「重症化予防」
が非常に重要です。生活習慣病のう
ち糖尿病においては、昨年４月に日
本医師会、日本糖尿病対策推進会議、

厚労省が協働して「糖尿病性腎症重
症化予防プログラム」を策定。▽医
師会、▽かかりつけ医、▽専門医療
機関、▽行政、保険者──が連携し
た重症化予防への取り組みが推進さ
れています。
　しかし、現状では必ずしも連携が
十分には進んでいないようです。厚
労省の調べでは、▽糖尿病透析予防
指導管理料、▽糖尿病合併症管理料、

○推計外来患者数のうち、生活習慣に関連する主な疾患（高血圧性疾患、脳血管疾患、心疾患、糖尿病、
　悪性新生物※）の患者は、全体の約２割を占める
○生活習慣に関連する主な疾患の患者数の内訳を見ると、病院では悪性新生物がもっとも多く、一般診療
　所では高血圧性疾患がもっとも多い。

○生活習慣に主に関連する疾患に関する医療費は、入院・入院外とも全体の約３割を占める
○生活習慣に主に関連する疾患に関する医療費の内訳を見ると、入院は悪性新生物が、入院外は高血圧性
　疾患に関するものがもっとも多い

※：悪性新生物には、大腸がん、肺がん以外の悪性新生物も含まれている

※当該年度内の医療機関等における保険診療の対象となりうる傷病の治療に要した費用を推計したもの

※：悪性新生物には、大腸がん、肺がん以外の悪性新生物も含まれている

出典：2014年患者調査

出典：国民医療費（2014年度）
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論が行われました。
　一般病棟入院基本料は現在、▽７
対１、▽10対１、▽13対１、▽15対
１──に区分されていますが、厚労
省は「７対１病棟では入院患者の６
割弱は74歳未満で、新生物（がん）
の患者が多い（24.6％）が、我が国
では若年人口は減少傾向にあり、新
生物の患者推計も他疾患にくらべ増
加率が低い」とのデータを提出しま

した。このデータからは、今後、７ 
対１病床のニーズが確実に減少して
いく様子が見て取れます。支払側の
幸野委員は、「ニーズが減少する中 
で７対１のベッド数を維持するとな
れば、より軽症の患者を７対１で受
け入れて稼働を保つことになる。７
対１病床数がどれだけ必要なのか、
あらためて議論する必要がある」と
強く指摘しました。

▽慢性維持透析患者外来医学管理料
──を算定している患者に関し、「医
療機関から保険者に情報提供などが
行われたケースはきわめて少ない」
（もっとも保険者からの要請自体も少
ない）、「当該患者が特定健診、特定
保健指導を受けたかどうかを把握し
ているケースも１割程度にとどまっ
ている」状況が明らかになりました
（【資料３、４】）。
　そこで厚労省保険局医療課の迫井
正深課長は、より質の高い医学管理
と重症化予防を行うため、▽かかり
つけ医、医療機関と専門医療機関な
どとの連携、▽かかりつけ医を中心
とした多職種連携、▽医療機関と保
険者、自治体などの予防事業との情
報共有──を2018年度改定でも評価
していく考えを提示しています。
　ところで厚労省による国民健康・
栄養調査では、「糖尿病が強く疑われ
る患者」に対する治療が継時的に増
加しているものの、40歳代では「こ
れまでに治療を受けた経験がない」、
「過去に治療は受けたが、現在は受け
ていない」人がほかの年代よりも多
いとわかりました。
　適切な治療をしなければ、50歳代、
60歳代になって悪化（腎不全）して
いくため、「40歳代に対する医療機関
への受診勧奨」が喫緊の課題のひと
つとなります。支払側の幸野庄司委
員（健康保険組合連合会理事）は「働
き盛りであり、受診勧奨してもなか
なか医療機関にかからない。初診は
対面診療が必要だが、継続的な指導
管理においてはICTの活用を検討し
てはどうか」と提案しています。

　３月15日の中医協総会では、「一般
病棟入院基本料」をテーマとした議

○糖尿病に関する主な管理料を算定している患者について、保険者からの協力要請による診療情報の提供等
　の実施状況を見ると、保険者からの協力要請による診療情報の提供について「協力の求めはなかった」と回
　答した割合がもっとも多く、「情報提供等を行った」と回答した割合はきわめて少ない

○糖尿病に関する主な管理料を算定している患者について、患者が特定健診・特定保健指導を受けているか
　どうか、「把握していない」と回答した割合がもっとも多く、受けていないことを把握した場合、受けるよう勧奨
　しているかの有無では、慢性維持透析患者外来医学管理料と糖尿病透析予防指導管理料を算定している
　患者では、「行っていない」と回答した割合が比較的多い

患者が特定健診・特定保健指導を受けているかどうかの
把握の有無（2016年１〜12月） 「受けていないことを把握している」場合

（31医療機関）勧奨の有無

保健指導を行う目的で保険者からの協力要請による診療情報の提供等の実施状況
（2016年１〜12月）

出典：保険局医療課調べ

出典：保険局医療課調べ

【回答医療機関】７対１一般病棟入院基本料または10対１一般病棟入院基本料を届け出ている126医療機関
【対象患者】生活習慣病を有し、2016年12月に再来で来院し、糖尿病透析予防指導管理料、糖尿病合併症管理料、
慢性維持透析患者外来医学管理料を算定している患者

【回答医療機関】７対１一般病棟入院基本料または10対１一般病棟入院基本料を届け出
ている126医療機関
【対象患者】生活習慣病を有し、2016年12月に再来で来院し、糖尿病透析予防指導管
理料、糖尿病合併症管理料、慢性維持透析患者外来医学管理料を算定している患者
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　また、７対１と10対１とで入院患
者像を比較すると、１日当たりの包
括範囲出来高点数（医療資源投入量）
や複雑性には重なりがある実態もわ
かりました（【資料５】）。一方、入院
1日当たりの請求点数（つまり単価）
を見ると、７対１と10対１には大き
な乖離があります（【資料６】）。同じ
ような状態の患者を診ているのに、
報酬水準が異なるのは好ましいとは

言えない状況でしょう。迫井医療課
長は、こうした点を踏まえ、主に看
護配置によって報酬を設定している
一般病棟入院基本料から、▽患者の
状態、▽診療の効率性──などを加
味した報酬体系への移行を検討して
はどうかとの考えを示しています。
　支払側の幸野委員は、「本来、10対
１に入院すべき患者が７対１に入院
し、高い報酬が支払われているので

はないか。また、重症患者割合に大
きなバラつきがあるゆえ、重症度、
医療・看護必要度の評価指標が適切
かといった疑問も感じる。2018年度
改定に向けてABC各項目の妥当性、
25％以上という基準値の妥当性を検
討していく必要がある」と強調。し
かし、診療側の中川俊男委員（日本
医師会副会長）は、「重症度、医療・
看護必要度が２回連続（2014年度、
2016年度改定）で見直され、医療現
場は大混乱した。最近、ようやく落
ち着いてきたところであり、2018年
度の３回連続見直しはきわめて慎重
にすべき」とけん制しています。
　入院患者像や医療内容が同じであ
れば「報酬も同一で良いのではない
か」という考えも成り立ちます。将
来的には、７対１、10対１の看護配
置の枠組みが廃止され、「入院患者の
重症度や医療提供内容に応じた支払
い方式」が検討される可能性も否定
できません。もっとも、現行の報酬
体系からは大きく変わり、病院経営
への影響も甚大なため、2018年度や
2020年度の改定でこうした体系に移
行することはないでしょう。
　厚労省は「７対１から10対１への
移行を促すため、10対１で『より重
症患者を受け入れている』病棟の評
価の引き上げ」などを念頭に置いて
いるのではないかと推測されます。
　なお、７対１から10対１への移行
を円滑に進めるために、2016年度改
定ではワンクッションとして「病棟
群単位の入院基本料届け出」が時限
的に創設されました。この点につい
て、診療側の猪口雄二委員（全日本
病院協会副会長）は「継続を検討す
べき」と提案しています。

○DPC対象病院のうち、７対１と10対１の届出医療機関別に、１日当たり包括範囲出来高点数等を見ると、
　重複する部分が多いが、効率性指数は７対１届出医療機関のほうがやや高い傾向

○７対１と10対１で、入院基本料の届出医療機関別に、１日当たりレセプト請求点数（入院）を見ると、７対１
　届出医療機関のほうが高い傾向。10対１届出医療機関では中央値を超える点数の医療機関のばらつき
　は小さい

「受けていないことを把握している」場合
（31医療機関）勧奨の有無

１日当たり包括範囲出来高点数

１日当たりレセプト請求点数

効率性指数 複雑性指数

・箱ひげ図の上端は75パーセンタイル、下端は25パーセンタイルを示し、ひげは箱の高さの1.5倍の値を示す
・2014年11月10日〜12月26日の間に医療機関が任意に定めた調査対象月のレセプトより算出

出典：DPCデータ（2014年10月から2015年９月、一般病棟７対１入院基本料：1,231医療機関、一般病棟10対１入院基本：333医療機関）

出典：2014年度入院医療等の調査

（在院日数短縮の努力を評価した指数） （患者構成の差を１入院
当たり点数で評価した指数）

鳥海 和輝
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糖尿病専門医が語るカナグリフロジンへの期待［第２回］

疾患・治療情報

糖尿病 グローバル KOL インタビュー

高齢者糖尿病治療UPDATE
「高齢者糖尿病の血糖コントロール目標」を策定された合同委員会の先生方を取材、それぞれのお立場からの
解説に加えて、委員会設立の経緯や本指針への思いなどを全５回シリーズでお届けします。

稲垣 暢也 先生〈司会〉（京都大学大学院医学研究科 糖尿病・内分泌・栄養内科学 教授）

横手 幸太郎 先生（千葉大学大学院医学研究院 細胞治療内科学 教授）

Robert R. Henry先生（Professor of Medicine, University of California, San Diego, Chief, Section of
Endocrinology, Metabolism & Diabetes Veterans Affairs San Diego Healthcare System）

鈴木 亮 先生（東京大学大学院医学系研究科 糖尿病・代謝内科 講師）

綿田 裕孝 先生（順天堂大学大学院医学研究科 代謝内分泌内科学 教授）

詳しくは、田辺三菱製薬 医療関係者情報サイトMedical View Pointをご覧ください。

http://medical.mt-pharma.co.jp 田辺三菱製薬　医療 検 索検 索
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医師・薬剤師など医療関係者を対象としたWEBサイトです。

会員限定

会員限定

海外のKOL（Key opinion leader）の先生方から、カナグルのデータに対する評価を
コメント頂いております。

（座談会）高齢者糖尿病の治療［第５回］

医療連携

医療情報

医療連携New Approach
「医療連携」をテーマに、先進的・特徴的な取り組みを行っている医療機関を取材し、先生方の思いや具体的な
取り組み内容など、最新の活きた情報をお届けするコンテンツです。

会員限定

大学・病院・診療所で役割分担。
症例検討会で地域のRA治療を標準化。
医師派遣でリウマチ科新設も支援。

［第３回］

2016年度の診療報酬改定時の主な項目について概略
や算定要件等をわかりやすく解説しています。

2016年度の調剤報酬改定時に新設・改定された項目を
中心に概略や算定要件等をわかりやすく解説しています。

2016年度の改訂におけるDPC/PDPS（急性期入院医療の診断群分類に基づく定額報酬算定制度）の基本的な
仕組みやポイントをわかりやすく解説しています。

チーム医療の推進と地域医療者との連携強化。
在宅療養まで切れ目のない支援体制を構築。　
臨床研究部を立ち上げ、ALS医療の向上へ貢献。

［第４回］

は会員以外の方もご覧いただけます。
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回は、2018年度の診療報酬改定に向けた議論で
もとり上げられた、診療報酬と地域医療構想・病

床機能報告との関係について考えてみましょう。
　地域医療構想・病床機能報告では、一般病棟（床）と
療養病棟（床）を、▽高度急性期、▽急性期、▽回復期、
▽慢性期──の４機能に分化し、各々の連携を深めて
いくこととしています。しかし医療現場からは、「各機
能をどう判断するかの基準」に頭を悩ませているとの
声をよく耳にします。
　地域医療構想では「１日当たりの医療資源投入量」（出
来高点数）をベースとしていますが、これが個別病院、
病棟の機能とは無関係である点は前回の本コーナーで
お伝えしたとおりです。一方、病床機能報告では明確
な基準はありませんが、特定入院料の施設基準にかん
がみた「ひもづけ」が一部進められています。たとえ 
ば、「救命救急入院料は高度急性期」、「回復期リハビリ

テーション病棟入院料は回復期」などの考え方です。 
厚労省は、先般、入院基本料とのひもづけも行いまし
たが、病床機能報告と診療報酬との関係はどう考える
べきなのでしょうか。
　現在、一般病棟は「ひとつの病院で、ひとつの入院
基本料」が原則ですので、入院基本料と各機能のひも
づけは、やや難しい感があります。大規模な７対１病
院だからといって、一般的な眼科や皮膚科の患者が多
く入院する病棟が、必ずしも高度急性期とは限りませ
ん。そこで、入院基本料と病棟の機能を結びつけるの
であれば、「病棟別の入院基本料」を考えていかざるを
えないでしょう。ただ、この場合、現在の診療報酬体
系を大きく見直すことになるので、中央社会保険医療
協議会でどう議論されるのかを注意深く見守る必要が
あります。なお、厚生労働省では診療行為に着目した
分析も進めているので、別の機会にお伝えします。

病床機能報告の「病棟の機能」と
診療報酬の「入院基本料」との関係を考える

宅復帰の検討にあたり医療者が知っておくべき
介護サービスとして、前回の「施設・居住系」に

引き続き、今回は「訪問系」サービスを紹介します。
　24時間365日、施設内で介護サービスが提供される
施設・居住系サービスほどの手厚さはなくとも、自宅
での生活を希望する利用者には、訪問系サービスの存
在は重要です。同サービスの種類には、訪問介護、訪
問看護（訪問リハビリ）、訪問入浴などが挙げられ、中
でも近年は、社会的ニーズに応えるかたちで訪問看護
の施設数が急増しています。介護保険開始当初は医療
機関が主となっていた事業ですが、現在は営利法人の
運営する事業所の割合がもっとも高くなっています。
　在宅復帰を効率的、効果的に進めるには、病院と訪
問看護との連携体制の有無が大きな鍵となります。た
とえば、退院計画の策定段階で病院主治医、病棟看護

師と訪問看護師が連携すれば、切れ目のないスムーズ
な退院が促進されるわけです。そのためには、訪問看
護の制度上のルール（指示内容や保険報酬体系）、地域
の訪問看護の人員体制、特徴などを把握し、病院内で
共有することが必要となります。
　また、2012年に開設された新たな介護サービス「定
期巡回・随時対応型訪問介護看護」などは24時間対応
で訪問介護と訪問看護を一体的に提供できるサービス
として注目されています。事業所数こそ、まだ少ないも
のの在宅患者の生活面、健康・医療面を包括的に、か
つ必要に応じて柔軟に支えられるため、今後、訪問系
サービスの中心的存在になっていく可能性は高いでし
ょう。こうした事業所と十分に連携できている病院ほ
ど、退院支援の質、また病棟マネジメントの質の向上
が期待できるはずです。

医療者も知っておくべき介護サービスの動向（２）
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高齢者糖尿病治療UPDATE
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医師派遣でリウマチ科新設も支援。

［第３回］

2016年度の診療報酬改定時の主な項目について概略
や算定要件等をわかりやすく解説しています。

2016年度の調剤報酬改定時に新設・改定された項目を
中心に概略や算定要件等をわかりやすく解説しています。

2016年度の改訂におけるDPC/PDPS（急性期入院医療の診断群分類に基づく定額報酬算定制度）の基本的な
仕組みやポイントをわかりやすく解説しています。

チーム医療の推進と地域医療者との連携強化。
在宅療養まで切れ目のない支援体制を構築。　
臨床研究部を立ち上げ、ALS医療の向上へ貢献。
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　1990年代後半、患者を中心とした
多職種協働による糖尿病チーム医療
が欧米で提唱されると、我が国にお
いてもメディカルスタッフによる糖
尿病療養指導が注目され、各地でさ
まざまな取り組みが開始された。
　三重県では、1997年から「糖尿病
療養指導士育成のための講習会」の
開催が始まる。住田先生が当時の経
緯を振り返る。
「糖尿病のチーム医療は欧米では1980
年ころから注目されるようになり、
私も1986年に当時勤務していた三重
大学医学部附属病院で、栄養士、看
護師とともに糖尿病教室を始めまし

た。当初は試行錯誤の連続でしたが
世界的に糖尿病療養指導の研究が進
んだのを背景に、次第にチーム医療
が形成されていきました。
　一方、そのころ糖尿病患者の増加
とともに、合併症の進行が問題とな
り急速に医療ニーズが増加しました
が、三重県の糖尿病専門医は現在で

も45名と少なく、医師だけで対応す
るのは不可能でした。そこで、病院
の枠を越え県内全域で専門性の高い
メディカルスタッフを育成し、チー
ム医療を実践することが不可欠と考
えるようになりました。そんな中、
九州を中心にエリア限定の地域糖尿
病療養指導士（CDEL）の資格を認
定する活動が始まり、その取り組み
にならって、我々も講習会を開始す
るに至ったのです」（住田先生）
　第１回講習会は474名もの参加があ
り、医師、看護師、栄養士、薬剤師、
臨床検査技師など幅広い職種が集結
した。糖尿病療養指導に対するメデ
ィカルスタッフの関心は一気に高ま
り、1998年以降は年２回に回数を増
やし、現在までの20年間で38回を開

20年以上続く療養指導教育プログラムにより
県全域の糖尿病診療の質向上に挑戦。

住田先生

Point of View

Diabetes Mell i tus

取材日：2017年３月22、27、30日

Practice of Network
Network

住田 安弘先生
独立行政法人地域医療機能推進機構四日市羽津医療センター院長
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催、延べ6,000名以上が専門的な糖尿
病療養指導を学んでいる（【資料１】）。
　講習会は休日に開催され、医師だ
けでなくメディカルスタッフ各職種
が講師となり、朝から夕方まで７時
間にわたりレクチャーが行われる。
「第１回の講習会で474名もの方が学
ぶ姿を目の当たりにし、メディカル
スタッフの関心の高さと熱い思いに
驚きました。当時、糖尿病以外にも
さまざまな疾病領域で職種ごとの専
門認定がスタートし、注目されてい
ましたので、本講習会が将来の認定
につながるのではとの期待感があっ
たのかもしれません。
　しかし、それ以上に糖尿病の療養
指導にかかわりたいという思いが強
かったのだと思います。糖尿病は患
者自身が努力して生活習慣を変えな
ければ、病状が改善しない疾患です。
スタッフの皆さんが、糖尿病の療養
指導を学び、患者さんの行動変容を
支援することにより、血糖コントロ
ールが改善した経験を持てば、『患 
者の治療に直接かかわっている』と
強く実感できます。その手応えを求
めて、たくさんの人数が集まったの
でしょう。
　講習会も回を重ねるとスタッフの
知識の向上がもたらされ、診療の質
がレベルアップしたと多くの先生か
ら意見が寄せられます。特にフット
ケアの普及により、糖尿病の重症患
者の下肢切断を経験することも減り
ました。医師の負担も明らかに軽減
されています」（住田先生）

　県内で糖尿病療養指導士育成のた
めの講習会を開始した４年後、2001
年に日本糖尿病療養指導士（CDEJ）
の認定が始まった。三重県でも多く

のメディカルスタッフ

がCDEJに挑戦し、現
在267名が認定を受け
て活動している。しか
し、CDEJは糖尿病の
専門医療を提供する医
療施設の勤務者に対象
が限定されるため、県
内全域の糖尿病診療を
底上げするには、医療
機関や行政機関、保険
薬局などでも療養指導
の担い手を育成する必
要があった。
　そこで日本糖尿病協
会三重県支部は、2016
年度よりCDEL認定を開始し、2017
年２月の第１回認定試験では16名が
合格。CDEJを対象としたCDEL追加
認定に応募した希望者35名と合わせ
ると、合計51名のCDEL認定者が誕
生したことになる。
「CDEJは受験や更新のハードルが高
く、難しいとの声がありましたが、
CDELはより多くの方に挑戦しても
らえるプログラムなので、糖尿病療
養指導の裾野の拡大と専門性の深化
につながると思います。CDEL認定
の取得は当人が糖尿病療養指導のス
タート地点に立つことであり、決し
てゴールではありません。患者さん
のため、三重県全体の糖尿病診療向
上のために、広い視野を持った活動
を期待しています。また、CDEJには
高度な知識と経験を生かし、さらな
るリーダーシップの発揮を望みます。
CDEJが先頭に立ってCDELととも
に学び、ともに活動しながら、新た
なCDEL挑戦者が広がっていく──。
そんな好循環ができれば、県内全域
での糖尿病診療の向上につながるは
ずです」（住田先生）
　最後に、三重県の糖尿病診療にお
ける今後の課題と取り組みについて

住田先生に伺った。
「糖尿病患者の高齢化にどう備えるか
が重要な課題です。日本糖尿病協会
三重県支部では介護事業者を対象と
した糖尿病の啓発活動に着手し、本
年６月には日本介護支援専門員協会
との共催で勉強会を開催しました。
現状では、認知症を持ったインスリ
ン投与患者の介護施設入所後のケア
など、医療と介護が連携して解決し
なければならない課題が山積してい
ますので、両者の連携は今後ますま
す重要になるでしょう。
　今後の取り組みに関しては、三重
県ではCDELの認定を開始しました
が、認定を受ける、受けないにかか
わらず、医療や介護、行政などで活
躍する多くの方に講習会に参加いた
だき、糖尿病療養指導の知識と活動
の輪を広げていきたいと思います」
（住田先生）

20年以上続く療養指導教育プログラムにより
県全域の糖尿病診療の質向上に挑戦。

（名）

〒510-0016
三重県四日市市羽津山町10-８
TEL：059-331-2000

医師会
263

看護協会
2,292

栄養士会
1,747

薬剤師会
963

検査技師会
792

その他
130

＊2014年２月時点

Diabetes Mel l i t us
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〒514-8507
三重県津市江戸橋２-174
TEL：059-232-1111

　近年、三重県では、へき地等の医
師不足地域での糖尿病重症化予防が
重要な課題となり、地域に根ざした
糖尿病療養指導士の育成が不可欠だ
と矢野先生、古田先生は言う。
「医師不足地域では、特に重症の合
併症を有し治療に難渋する糖尿病患
者への対応に限界があり、発症早期
からの介入により血糖の悪化を防ぎ、
合併症の進展を抑制し、重症化しな
いような治療を行える体制が必要で
す。そこで、鍵を握るのが糖尿病療
養指導士であり、その育成が急務で
す。専門医の支援によって、地域の
メディカルスタッフが糖尿病療養指
導士として育成され、糖尿病の予防
と治療に対して積極的に介入するこ
とで、糖尿病患者の重症化を防ぐこ
とが可能となります。
　さらに、県内全域で糖尿病療養指
導士が活躍することにより、各地域
での糖尿病診療が充実し、治療に難
渋する糖尿病患者を減らせる可能性
があります」（矢野先生）
「私はへき地医療現場での勤務経験が
ありますが、専門医のいない病院で
は、多様な疾病への対応が必要であ

り、どうしても緊急性のある疾患を
優先せざるをえません。一方、糖尿
病の合併症予防には、患者さんやご
家族とじっくり向き合い、行動変容
を促すことが重要です。医師不足地
域の医師は合併症予防の重大性を認
識しつつも、それだけの時間と労力
を割くのが困難な状況に置かれてい
ますので、糖尿病療養指導士を交え
たチームでの患者支援が欠かせませ
ん」（古田先生）

　医師不足地域のみならずポイント
になるのが、正しい糖尿病の情報発
信と啓発の充実だろう。三重大学で
は2014年から、三重県の助成事業を
活用し、糖尿病のインターネット総
合情報発信サイトである「みえ糖尿
病サポートねっと」を開設（【資料
２】）。2016年３月には、県民公開講
座を開催した。
「みえ糖尿病サポートねっとには、糖
尿病に関する県内のさまざまな情報
が集約されています。
　たとえば糖尿病療養指導士向けに
は研修会やCDEL認定の案内を、患
者向けには病院や診療所で行ってい
るイベントや公開講座の情報など、
当サイトにアクセスすれば、多くの
情報につながっていけるように工夫
しました」（古田先生）
　さらに、三重大学は糖尿病対策で
行政と密な連携体制を構築。古田先
生が県の行政職としての勤務を経験
し、医療だけでなく介護や福祉、教
育に関しても連携の可能性を探る。
「２型糖尿病は、たとえ遺伝的な素因

がある方でも、食や生活習慣に対す
る正しい知識を持って、若いころか
ら食生活に注意すれば発症予防をで
きる可能性があります。
　また、行政と連携して、学校教育
の中で食育や生活習慣だけでなく、
糖尿病に関する正しい知識を発信し
たり、子育て中のご家族に啓発がで
きれば、お子さんが将来、糖尿病を
発症するリスクを軽減できるかもし
れません」（古田先生）
「我々は、糖尿病対策に熱心な栄養士
や保健師の方をはじめとする多数の
行政職の皆さんと連携しながら活動
してきました。
　三重大学にとって行政との連携は
臨床や研究と並ぶ必須のミッション
であり、県や市町と協調しながら糖
尿病対策をさらに発展させ、糖尿病
患者の発症の予防と重症化の抑制に
貢献することが、私たちの重要な役
割だと考えています」（矢野先生）

矢野先生

出典：http://mie-dm.net/

矢野 裕先生 古田 範子先生

三重大学医学部附属病院糖尿病・内分泌内科
病院教授

三重大学医学部附属病院糖尿病・内分泌内科
外来副主任

Diabetes Mel l i t us
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〒514-1101
三重県津市久居明神町2158-５
TEL：059-259-1211

〒516-8512
三重県伊勢市船江１-471-２
TEL：0596-28-2171

❖ 糖尿病療養指導士の育成で、へき地の糖尿病診療の底上げを

❖ 約40名のCDEJが専門性を生かし地域での活動を拡大

田中 剛史先生

村田 和也先生

独立行政法人国立病院機構
三重中央医療センター 

統括診療部内科系診療部長

日本赤十字社伊勢赤十字病院
糖尿病・代謝内科部長

　三重県は専門医が少なく、山間部
を中心に糖尿病診療体制の過疎地域
を有しており、その対策として糖尿

　当院のCDEJは、増減はあるものの
常時40名前後が認定を受けて活動し
ています。
　これは医師が強く要請したから行
われているのではなく、制度発足当
初に認定を受けたCDEJが後進を育
て、歴代のメディカルスタッフが自
主的に挑戦を続けてきた結果です。
彼らは、自らの専門性を生かすこと
に非常に熱心であり、活躍の場は院

病療養指導士の育成を重視してきま
した。
　中でもCDEJに対しては、周囲の
メディカルスタッフを指導的立場で
リードし、多くの後進を育ててほし
いと期待しています。また、新たに
CDEL認定が開始されましたので、
糖尿病療養指導士の裾野が広がり、
へき地の糖尿病診療の底上げにつな
がるでしょう。
　糖尿病性腎症重症化予防プログラ
ムでも、糖尿病療養指導士の役割は
重要です。
　特に、未受診患者に対する受診勧
奨においては、糖尿病の知識を持っ

内にとどまりません。
　代表的な活動例とし
て、出前形式の勉強会
が挙げられます。これ
は、看護師や管理栄養
士、薬剤師、臨床検査
技師、理学療法士など
の異なる職種で２、３
名のチームをつくり、
専門医不在の実地医家
などの医療機関を訪問
するもので、患者向け
の糖尿病教室やメディ
カルスタッフ対象の勉強会などを行
っています。
　最近では伊勢湾の離島、神島から
の要請を受けてスタッフが出向き、
出前形式勉強会を実施するなど、へ
き地糖尿病医療への貢献も模索して
います（【資料３】）。今後は、糖尿病
療養指導士の強みを生かし、日本慢
性疾患重症化予防学会（JMAP）と

た保健師の担うところは大きい。し
かし、そうした保健師の教育につい
ては、市町によって濃淡があるのが
現状です。
　糖尿病療養指導士の教育プログラ
ムを活用し、すべての市町で、高い
専門性を有した行政官を育成してい
く必要があります。

連携して伊勢市周辺での透析予防確
立に取り組む予定です。

（審）17Ⅷ105
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